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（１）2011年４～６月期の法人企業統計季報によると、売上高は２四半期連続の前期比減少で、減少
　　　幅は拡大（図表１）。前年比では輸送用機械器具製造業、不動産業、生活関連サービス・娯楽
　　　業など幅広い業種で売上が落ち込み、３月に発生した東日本大震災の影響が色濃く出た状況。

（２）設備投資（ソフトウェアを除く）も同様に減少幅が拡大（図表２）。被災した工場の復旧やイ
　　　ンフラの復興に遅れがみられるなか、企業は設備投資に対して慎重姿勢。

（３）生産の回復に伴い在庫が積み増されたものの、売上が大きく落ち込んだため在庫率は上昇。と
　　　りわけ、自動車・同付属品製造業の在庫率は急上昇しており、今後の生産活動に影響が出る恐
　　　れも（図表３）。

（４）今般の法人企業統計等を織り込んで改定される４～６月期の実質ＧＤＰ（２次ＱＥ）は、設備
　　　投資の下方修正を主因に、前期比年率▲1.5％と１次ＱＥ（同▲1.3％）から下方修正される見
　　　込み（図表４）。民間在庫および公共投資は上方修正される見込み。

（図表４）2011年４～６月期ＧＤＰ統計予測表

（資料）内閣府などを基に日本総研作成
（注）2011年９月２日時点の公表系列を基に作成。
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（図表１）売上高の推移（季節調整値）

（資料）財務省「法人企業統計」を基に日本総研作成
（注）金融業、保険業を除く。
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（図表２）設備投資の推移
（除くソフトウェア、季節調整値）

（資料）財務省「法人企業統計」を基に日本総研作成
（注）金融業、保険業を除く。
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（図表３）在庫率の推移（季節調整値）

（資料）財務省「法人企業統計」を基に日本総研作成
（注１）在庫率＝棚卸資産（期末）／（売上高×4）×100
（注２）金融業、保険業を除く。

１次ＱＥ ２次ＱＥ

前期比 前期比年率 前期比 前期比年率

実質ＧＤＰ ▲ 0.3 ▲ 1.3 ▲ 0.4 ▲ 1.5
内需 （寄与度） (    0.4) (    1.7) (    0.4) (    1.5)

民需 （寄与度） (    0.2) (    0.8) (    0.1) (    0.6)
個人消費 ▲ 0.1 ▲ 0.3 ▲ 0.1 ▲ 0.3
住宅投資 ▲ 1.9 ▲ 7.3 ▲ 1.9 ▲ 7.3
設備投資 0.2 0.9 ▲ 0.7 ▲ 2.7
民間在庫 （寄与度） (    0.3) (    1.1) (    0.3) (    1.3)

官公需 （寄与度） (    0.2) (    0.9) (    0.2) (    0.9)
政府消費 0.5 2.0 0.5 2.0
公共投資 3.0 12.5 3.3 13.8
公的在庫 （寄与度） (    0.0) (    0.0) (    0.0) (    0.0)

外需 （寄与度） (▲ 0.8) (▲ 3.0) (▲ 0.8) (▲ 3.0)
輸出 ▲ 4.9 ▲ 18.1 ▲ 4.9 ▲ 18.1
輸入 0.1 0.2 0.1 0.2

名目ＧＤＰ <前年同期比> ▲ 3.2 ▲ 3.1
ＧＤＰデフレーター <前年同期比> ▲ 2.2 ▲ 2.1
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